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(57)【要約】
【課題】電線の振動に伴い雄雌コネクタにそれぞれ保持
されている端子が早期に摺動磨耗するのを抑えることの
できる防水コネクタを提供する。
【解決手段】雌コネクタ３０のアウタハウジング５０に
、奥壁５２と、外筒部５４と、インナハウジング４０を
アウタハウジング５０に対して端子嵌合方向と略直交す
る方向に相対変位可能となるように係止する係止部５４
ｃと、雄コネクタ１３０をアウタハウジング５０に対し
て端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となる
ように係止するロック部５４ａとを設け、奥壁５２に、
この奥壁５２を端子嵌合方向に貫通して電線１０を挿通
可能な電線挿通孔５２ｂを形成し、アウタハウジング側
防水栓１８を、インナハウジング４０から端子嵌合方向
後側へ離間する位置で電線１０に装着するとともに、電
線挿通孔５２ｂ内に挿入されてこの電線挿通孔５２ｂの
内周面と電線１０の外周面とにそれぞれ密着する形状と
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電線に接続された雌端子を有する雌コネクタと、前記雌端子と嵌合する雄端子およびこ
の雄端子を保持する雄側ハウジングを有し前記雌コネクタと嵌合する雄コネクタとを備え
た防水コネクタであって、
　前記雌コネクタは、前記雌端子を保持するインナハウジングと、このインナハウジング
を囲むアウタハウジングと、内側に前記電線が挿通されることでこの電線に装着されるア
ウタハウジング側防水栓と、シール部材とを有し、
　前記インナハウジングは、端子嵌合方向に延びる略筒状であって、この端子嵌合方向の
後側から前記雌端子が挿入されてこの雌端子が収容される端子収容室が内側に形成された
本体部と前記アウタハウジングに係止される被係止部とを有し、
　前記アウタハウジングは、前記インナハウジングの端子嵌合方向の後端を覆う奥壁と、
この奥壁の外周から前方に突出して前記インナハウジングの外周を囲む外筒部と、前記被
係止部と係合して前記インナハウジングをこのインナハウジングがこのアウタハウジング
に対して端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となるように係止する係止部と、
前記雌コネクタと雄コネクタとの嵌合状態において前記雄コネクタをこの雄コネクタがこ
のアウタハウジングに対して端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となるように
係止するロック部とを有し、
　前記シール部材は、前記被係止部と前記係止部とが係合するとともに前記端子収容室に
前記雌端子が収容された状態で前記外筒部の内側に収容されて前記雌端子あるいは前記電
線の外側を囲み前記外筒部と前記インナハウジングとの隙間から前記端子収容室への浸水
を抑止する形状を有し、
　前記奥壁には、この奥壁を端子嵌合方向に貫通して前記電線をこの端子嵌合方向に挿通
可能な電線挿通孔が形成されており、
　前記アウタハウジング側防水栓は、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前
記端子収容室に前記雌端子が収容された状態で前記インナハウジングから端子嵌合方向後
側へ離間する位置で前記電線に装着されるとともに、その少なくとも一部が、前記電線挿
通孔内に挿入されてこの電線挿通孔の内周面とこの電線挿通孔に挿通された電線の外周面
とにそれぞれ密着する形状を有することを特徴とする防水コネクタ。
【請求項２】
　請求項１に記載の防水コネクタであって、
　前記インナハウジングは、前記雄側ハウジングと端子嵌合方向に当接することによりこ
のインナハウジングと雄側ハウジングとの端子嵌合方向の相対変位を規制する端子嵌合方
向変位規制部を有し、
　前記シール部材は、弾性部材であって、前記インナハウジングと前記アウタハウジング
の奥壁との間に介在して前記端子収容室の開口部を囲む形状を有するとともに、前記係止
部と前記被係止部とが係合するとともに前記雄コネクタが前記ロック部に係止された状態
で前記インナハウジングと前記アウタハウジングの奥壁との間において端子嵌合方向に圧
縮変形することによりその弾発力で前記端子嵌合方向変位規制部を前記雄側ハウジング側
に押付けることを特徴とする防水コネクタ。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の防水コネクタであって、
　前記雄側ハウジングは、端子嵌合方向と略直交する方向に延びて前記雄端子を保持する
雄端子保持部と、この雄端子保持部の外周から後方に突出し、前記係止部と前記被係止部
とが係合するとともに前記ロック部により前記アウタハウジングに雄コネクタが係止され
た状態で前記インナハウジングの本体部の外周を囲むフード部と、前記フード部に設けら
れて前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック部により前記アウタハウ
ジングに前記雄コネクタが係止された状態で端子嵌合方向と略直交する方向に前記インナ
ハウジングと当接することによりこの雄側ハウジングと前記インナハウジングとの端子嵌
合方向と略直交する方向の相対変位を規制する雄側ハウジング側当接部とを有し、
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　前記インナハウジングは、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック
部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記雄側ハウジング
側当接部と端子嵌合方向と略直交する方向に当接することによりこのインナハウジングと
前記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制するインナハウ
ジング側当接部を有することを特徴とする防水コネクタ。
【請求項４】
　請求項３に記載の防水コネクタであって、
　前記雄側ハウジング側当接部は、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記
ロック部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記フード部
の内周面から前記インナハウジングの本体部の外周面に設けられた前記インナハウジング
側当接部に向かって突出する雄側ハウジング側突出部を有し、この雄側ハウジング側突出
部が前記インナハウジング側当接部と当接することにより前記インナハウジングと前記雄
側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制することを特徴とする
防水コネクタ。
【請求項５】
　請求項３または４に記載の防水コネクタであって、
　前記インナハウジング側当接部は、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前
記ロック部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記インナ
ハウジングの本体部の外周面から前記フード部の内周面に設けられた前記雄側ハウジング
側当接部に向かって突出するインナハウジング側突出部を有し、このインナハウジング側
突出部が前記アウタハウジング側当接部に当接することにより前記インナハウジングと前
記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制することを特徴と
する防水コネクタ。
【請求項６】
　請求項３～５のいずれかに記載の防水コネクタであって、
　前記インナハウジングは、前記本体部の外周面から端子嵌合方向と略直交する方向に延
びる壁部を有し、
　前記インナハウジング側当接部は、前記壁部から端子嵌合方向と略平行な方向に突出す
る突出壁を有し、この突出壁の内周面あるいは外周面が前記フード部の内周面あるいは外
周面に設けられた前記雄側ハウジング側当接部と当接することにより前記インナハウジン
グと前記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制することを
特徴とする防水コネクタ。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の防水コネクタであって、
　前記雌コネクタは、内側に前記電線が挿通されることでこの電線に装着されるインナハ
ウジング側防水栓を有し、
　前記端子収容室は、前記雌端子とともにこの雌端子に接続された電線の一部を収容可能
な形状を有し、
　前記インナハウジング側防水栓は、前記端子収容室に前記雌端子および前記電線の一部
が収容された状態で、その少なくとも一部が、前記端子収容室内に挿入されてこの端子収
容室の内周面とこの端子収容室に収容された電線の外周面とにそれぞれ密着する形状を有
することを特徴とする防水コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、互いに嵌合する一対のコネクタを有し、一方のコネクタにインナハウジング
とアウタハウジングとが設けられた防水コネクタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、防水コネクタとして、互いに嵌合する雄コネクタと雌コネクタとを有するととも
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に、前記雌コネクタが端子を保持するインナハウジングとこのインナハウジングを囲むア
ウタハウジングとを有するものが用いられる場合がある。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、図７に示すような電線Ｂ１０に接続された雌端子Ｂ１６を有
する雌コネクタＢ３０と雄端子Ｂ１１６およびこの雄端子Ｂ１１６を保持する雄側ハウジ
ングＢ１４０を有する雄コネクタＢ１３０とを備え、雌コネクタＢ３０に前記雌端子Ｂ１
６を保持するインナハウジングＢ４０とこのインナハウジングＢ４０を囲むアウタハウジ
ングＢ５０とが設けられた防水コネクタＢ２０が開示されている。
【０００４】
　前記防水コネクタＢ２０では、前記インナハウジングＢ４０の前部に前記雌端子Ｂ１６
が収容される端子収容室Ｂ４２が形成されており、インナハウジングＢ４０の後部に前記
端子収容室Ｂ４２に連通する電線挿通室Ｂ４４が形成されている。前記雌端子Ｂ１６が前
記端子収容室Ｂ４２内に収容保持された状態で、前記電線挿通室Ｂ４４内には電線Ｂ１０
に装着されたアウタハウジング側防水栓Ｂ１８が挿入されており、アウタハウジング側防
水栓Ｂ１８の内周面と電線Ｂ１０の外周面とが密着するとともにアウタハウジング側防水
栓Ｂ１８の外周面と電線挿通室Ｂ４４の内周面とが密着して電線Ｂ１０の外周面と電線挿
通室Ｂ４４の内周面との隙間から端子収容室Ｂ４２へ水が浸入するのが抑制されている。
そして、この雌端子Ｂ１６を前記端子収容室Ｂ４２の内側に収容保持するインナハウジン
グＢ４０は、前記アウタハウジングＢ５０に形成されたインナハウジング挿通孔Ｂ５０ａ
に前記電線挿通部Ｂ４４が挿通された状態で係止される。
【０００５】
　一方、前記雄側ハウジングＢ１４０には、前記雄端子Ｂ１１６の周囲を囲むフード部Ｂ
１４４が設けられている。この雄側ハウジングＢ１４０は、前記フード部Ｂ１４４が前記
インナハウジングＢ４０の外周面と前記アウタハウジングＢ５０の内周面との間に介在し
た状態でこのアウタハウジングＢ５０にロックされる。この状態において、前記雄端子Ｂ
１１６は前記端子収容室Ｂ４２内に挿入され、雄端子Ｂ１１６はこの端子収容室Ｂ４２に
保持された前記雌端子１６と嵌合する。
【０００６】
　ここで、前記電線Ｂ１０に外部から振動が加えられると、この振動は前記アウタハウジ
ング側防水栓Ｂ１８を介して前記インナハウジングＢ４０に伝わり、インナハウジングＢ
４０を介して前記雌端子Ｂ１６に伝わる。このとき、前記雌端子Ｂ１６と雄端子Ｂ１１６
とのこれら端子の嵌合方向と略直交する方向に相対変位すると、端子同士が擦れ合って端
子が摺動磨耗するおそれがある。これに対して、この防水コネクタＢ２０では、前記フー
ド部Ｂ１４４に端子の嵌合方向と略直交する方向で前記インナハウジングＢ４０と接触し
てフード部Ｂ１４４ひいては雄側ハウジングＢ１４０と前記インナハウジングＢ４０間の
この端子の嵌合方向と略直交する方向の相対変位を防止するリブＢ４６、Ｂ４７が設けら
れており、これらリブＢ４６、Ｂ４７によるハウジング間の相対変位の規制により前記端
子の摺動磨耗を抑制している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－３００１９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前記従来の防水コネクタＢ２０では、前記雌コネクタＢ３０のインナハウジングＢ４０
と雄側ハウジングＢ１４０との間の端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制する
ことにより端子の摺動磨耗を抑えているが、電線１０がその軸方向と略直交する方向に触
れるように振動すると、その振動がインナハウジングＢ４０にそのまま伝えられるおそれ
がある。特に、この防水コネクタＢ２０では、電線Ｂ１０に装着された前記アウタハウジ
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ング側防水栓Ｂ１８が前記端子挿通部Ｂ４４すなわちインナハウジングＢ４０に密着して
いるために、電線１０に加えられた力がインナハウジングＢ４０に伝達されやすく、比較
的小さな外力でインナハウジングＢ４０が振動する。しかも、この防水コネクタＢ２０で
は、前記相対変位防止のためにインナハウジングＢ４０が雄側ハウジングＢ１４０に押し
付けられていることから防水コネクタＢ２０全体の共振周波数が高くなっており、その共
振が防水コネクタＢ２０全体に発生する結果、かえって端子の損傷を促すおそれがある。
【０００９】
　本発明は、このような事情に鑑み、簡単な構成で端子の早期磨耗を抑えることのできる
防水コネクタを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するために、発明者等は、電線に装着されるアウタハウジング側防水栓
をインナハウジング側ではなくアウタハウジング側に接触させて、電線の振動に伴ってア
ウタハウジングをインナハウジングに対して振動させてこのアウタハウジングの振動によ
り電線のもつ振動エネルギを吸収することで前記インナハウジングへ伝達される振動エネ
ルギの量を小さくすることに想到した。本発明は、このような発想に基づいてなされたも
ので、前記課題を解決するための手段として、電線に接続された雌端子を有する雌コネク
タと、前記雌端子と嵌合する雄端子およびこの雄端子を保持する雄側ハウジングを有し前
記雌コネクタと嵌合する雄コネクタとを備えた防水コネクタであって、前記雌コネクタは
、前記雌端子を保持するインナハウジングと、このインナハウジングを囲むアウタハウジ
ングと、内側に前記電線が挿通されることでこの電線に装着されるアウタハウジング側防
水栓と、シール部材とを有し、前記インナハウジングは、端子嵌合方向に延びる略筒状で
あって、この端子嵌合方向の後側から前記雌端子が挿入されてこの雌端子が収容される端
子収容室が内側に形成された本体部と前記アウタハウジングに係止される被係止部とを有
し、前記アウタハウジングは、前記インナハウジングの端子嵌合方向の後端を覆う奥壁と
、この奥壁の外周から前方に突出して前記インナハウジングの外周を囲む外筒部と、前記
被係止部と係合して前記インナハウジングをこのインナハウジングがこのアウタハウジン
グに対して端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となるように係止する係止部と
、前記雌コネクタと雄コネクタとの嵌合状態において前記雄コネクタをこの雄コネクタが
このアウタハウジングに対して端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となるよう
に係止するロック部とを有し、前記シール部材は、前記被係止部と前記係止部とが係合す
るとともに前記端子収容室に前記雌端子が収容された状態で前記外筒部の内側に収容され
て前記雌端子あるいは前記電線の外側を囲み前記外筒部と前記インナハウジングとの隙間
から前記端子収容室への浸水を抑止する形状を有し、前記奥壁には、この奥壁を端子嵌合
方向に貫通して前記電線をこの端子嵌合方向に挿通可能な電線挿通孔が形成されており、
前記アウタハウジング側防水栓は、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記
端子収容室に前記雌端子が収容された状態で前記インナハウジングから端子嵌合方向後側
へ離間する位置で前記電線に装着されるとともに、その少なくとも一部が、前記電線挿通
孔内に挿入されてこの電線挿通孔の内周面とこの電線挿通孔に挿通された電線の外周面と
にそれぞれ密着する形状を有することを特徴とする防水コネクタを提供する（請求項１）
。
【００１１】
　本発明によれば、電線の振動に伴うインナハウジングの振動が抑制されて、このインナ
ハウジングに保持される雌端子と雄端子とが擦れ合ってこれら端子が早期に磨耗するのが
抑制される。
【００１２】
　すなわち、本防水コネクタでは、前記アウタハウジング側防水栓が前記インナハウジン
グ側ではなく前記アウタハウジング側に密着しているとともにアウタハウジングがインナ
ハウジングに対して相対変位可能であるため、電線がその軸方向すなわち端子嵌合方向と
略直交する方向に振動した場合、前記アウタハウジング側防水栓を介して電線の振動エネ
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ルギを受けることでアウタハウジングがインナハウジングに対して相対変位しながら振動
する。その結果、この振動がインナハウジングに直接伝えられることが防がれるのに加え
、このアウタハウジングの振動によって電線のもつ振動エネルギが吸収されることにより
インナハウジングの振動が効果的に抑制される。ここで、前記雄コネクタは前記ロック部
により前記アウタハウジングに係止されるが、この雄コネクタと前記アウタハウジングと
は相対変位可能であるため、前記のようなアウタハウジングの振動が保証される。このよ
うにして、本防水コネクタでは、アウタハウジングによる前記振動エネルギの吸収により
、インナハウジングに保持される雌端子および雄コネクタに設けられた雄端子の振動が抑
制され、これら端子の摺動磨耗が抑制される。
【００１３】
　本発明において、前記インナハウジングは、前記雄側ハウジングと端子嵌合方向に当接
することによりこのインナハウジングと雄側ハウジングとの端子嵌合方向の相対変位を規
制する端子嵌合方向変位規制部を有し、前記シール部材は、弾性部材であって、前記イン
ナハウジングと前記アウタハウジングの奥壁との間に介在して前記端子収容室の開口部を
囲む形状を有するとともに、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記雄コネ
クタが前記ロック部に係止された状態で前記インナハウジングと前記アウタハウジングの
奥壁との間において端子嵌合方向に圧縮変形することによりその弾発力で前記端子嵌合方
向変位規制部を前記雄側ハウジング側に押付けるのが好ましい（請求項２）。
【００１４】
　このようにすれば、前記シール部材が端子収容室の開口部を囲むことで端子収容室への
浸水をより確実に抑制することができるとともに、このシール部材の弾発力により前記端
子嵌合方向変位規制部を前記雄側ハウジング側に押圧することで、前記インナハウジング
に対するアウタハウジングの振動を許容しながらインナハウジングと雄側ハウジングとの
端子嵌合方向の相対変位を抑制することができる。このことは、この端子嵌合方向での端
子どうしの摺動も有効に抑制する。
【００１５】
　また、本発明において、前記雄側ハウジングは、端子嵌合方向と略直交する方向に延び
て前記雄端子を保持する雄端子保持部と、この雄端子保持部の外周から後方に突出し、前
記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック部により前記アウタハウジング
に雄コネクタが係止された状態で前記インナハウジングの本体部の外周を囲むフード部と
、前記フード部に設けられて前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック
部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で端子嵌合方向と略直
交する方向に前記インナハウジングと当接することによりこの雄側ハウジングと前記イン
ナハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制する雄側ハウジング側
当接部とを有し、前記インナハウジングは、前記係止部と前記被係止部とが係合するとと
もに前記ロック部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記
雄側ハウジング側当接部と端子嵌合方向と略直交する方向に当接することによりこのイン
ナハウジングと前記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制
するインナハウジング側当接部を有するのが好ましい（請求項３）。
【００１６】
　このようにすれば、前記のようにインナハウジングに対するアウタハウジングの相対的
な振動を許容する一方で、前記雄側ハウジング側当接部とインナハウジング側当接部との
当接によって雄側ハウジングとインナハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向への
相対変位が規制されることにより、端子どうしの摺動がより有効に抑制される。
【００１７】
　前記雄側ハウジング側当接部としては、前記係止部と前記被係止部とが係合するととも
に前記ロック部により前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記フ
ード部の内周面から前記インナハウジングの本体部の外周面に設けられた前記インナハウ
ジング側当接部に向かって突出して、前記インナハウジング側当接部と当接することによ
り前記インナハウジングと前記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対
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変位を規制する形状を有するものが挙げられる（請求項４）。また、前記インナハウジン
グ側当接部としては、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック部によ
り前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記インナハウジングの本
体部の外周面から前記フード部の内周面に設けられた前記雄側ハウジング側当接部に向か
って突出して、前記アウタハウジング側当接部に当接することにより前記インナハウジン
グと前記雄側ハウジングとの端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位を規制する形状を
有するものが挙げられる（請求項５）。
【００１８】
　これらの構造によれば、簡単な構造で前記雄側ハウジングとインナハウジングとの端子
嵌合方向と略直交する方向への相対変位を抑制することができる。
【００１９】
　また、前記インナハウジングに、前記本体部の外周面から端子嵌合方向と略直交する方
向に延びる壁部を設け、前記インナハウジング側当接部を、前記壁部から端子嵌合方向と
略平行な方向に延びて、前記係止部と前記被係止部とが係合するとともに前記ロック部に
より前記アウタハウジングに前記雄コネクタが係止された状態で前記フード部の内周面あ
るいは外周面に設けられた前記雄側ハウジング側当接部と当接する形状を有するよう構成
してもよい（請求項６）。
【００２０】
　また、本発明において、前記雌コネクタは、内側に前記電線が挿通されることでこの電
線に装着されるインナハウジング側防水栓を有し、前記端子収容室は、前記雌端子ととも
にこの雌端子に接続された電線の一部を収容可能な形状を有し、前記インナハウジング側
防水栓は、前記端子収容室に前記雌端子および前記電線の一部が収容された状態で、その
少なくとも一部が、前記端子収容室内に挿入されてこの端子収容室の内周面とこの端子収
容室に収容された電線の外周面とにそれぞれ密着する形状を有するのが好ましい（請求項
７）。
【００２１】
　このようにすれば、前記アウタハウジング側防水栓に加えてインナハウジング側防水栓
が端子収容室の内周面と電線の外周面との間から端子収容室すなわち端子側に水が浸入す
るのを抑制するため、この浸水を抑制しつつ前記アウタハウジング側防水栓およびシール
部材の硬度をより適切な値に調整することができる。すなわち、アウタハウジング側防水
栓のみで端子収容室側に水が浸入するのを抑制しようとすると、このアウタハウジング側
防水栓に電線挿通孔の内周面および電線の外周面に対する高い密着性が要求されアウタハ
ウジング側防水栓の硬度の設定範囲が制約される。その結果、アウタハウジング側防水栓
の硬度を高い振動抑制性能を得るために必要な値に設定するのが困難となる場合がある。
これに対して、本構成のようにアウタハウジング側防水栓とインナハウジング側防水栓と
の協働で浸水を抑制すれば、アウタハウジング側防水栓単独の場合に比べて高い密着性が
要求されないためアウタハウジング側防水栓の硬度の設定の自由度を高めることができ、
このアウタハウジング側防水栓の硬度を振動抑制性能が高くなるように設定することがで
きる。
【発明の効果】
【００２２】
　以上のように、本発明によれば、インナハウジングへの振動エネルギの伝達を抑制し端
子の早期磨耗を抑制することができる防水コネクタを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施の形態に係る防水コネクタの概略断面図である。
【図２】図１に示す防水コネクタの一部を分解して示す概略断面図である。
【図３】図２のＩＩＩ―ＩＩＩ線断面図である。
【図４】図１のＩＶ―ＩＶ線断面図である。
【図５】雄コネクタとインナハウジングとの相対変位を測定した結果を示す図である。
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【図６】本発明の他の実施形態に係る防水コネクタの概略断面図である。
【図７】従来の防水コネクタを示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の好ましい実施の形態を図面を参照しながら説明する。
【００２５】
　図１に、本発明の第１の実施形態に係る防水コネクタ２０を示す。この図に示すように
、防水コネクタ２０は、電線１０に接続された雌端子１６を有する雌コネクタ３０と、前
記雌端子１６と嵌合する雄端子１１６を有し前記雌コネクタ３０と嵌合する雄コネクタ１
３０と、シールリング７０とを備える。
【００２６】
　前記雌コネクタ３０は、前記雌端子１６を保持するインナハウジング４０と、アウタハ
ウジング５０と、アウタハウジング側防水栓１８と、シール部材６０とを有する。
【００２７】
　前記雌端子１６は、前記雄端子１１６と電気的に接続される電気接触部１６ａと、電線
１０に圧着されるバレル１６ｂと、前記インナハウジング４０の後述する端子保持部４２
ａと係合する端子被保持部１６ｃとを有している。
【００２８】
　前記電線１０は、導体１２とこの導体１２を被覆する絶縁被覆１４とを備えている。こ
の電線１０は、前記バレル１６ｂがこの絶縁被覆１４に圧着されることで前記雌端子１６
に固定される。
【００２９】
　前記アウタハウジング側防水栓１８は、弾性部材であり、前記電線１０の外周面と後述
するアウタハウジング５０の奥壁５２の電線挿通孔５２ｂの内周面との隙間から前記雌端
子１６側に水が侵入するのを防止するためのものである。このアウタハウジング側防水栓
１８には電線１０の長手方向に貫通する貫通孔が形成されており、この貫通孔に前記電線
１０が挿入されることでこのアウタハウジング側防水栓１８は前記電線１０の外周面にこ
の外周面に密着した状態で装着されている。
【００３０】
　前記インナハウジング４０は、端子嵌合方向（以下この方向を、適宜、前後方向と呼ぶ
）に延びる略筒状であって、本体部４１と、この本体部４１の後端に設けられる壁部４３
とを有している。本実施形態では、この本体部４１と壁部４３とは合成樹脂により一体に
形成されている。
【００３１】
　前記本体部４１の内側には、前後に開口する端子収容室４２が形成されている。本実施
形態では、図２等に示すように２つの端子収容室４２が互いに平行に形成されている（以
下この端子収容室４２の並び方向を左右方向と呼ぶとともに、この左右方向および端子嵌
合方向と略直交する方向を上下方向と呼ぶ）。前記端子収容室４２の底壁には、前記雌端
子１６の端子被保持部１６ｃと係合する端子保持部４２ａが設けられている。前記雌端子
１６は、この端子収容室４２の後端の開口部から挿入されて前記端子保持部４２ａと係合
することでこの端子収容室４２内に収容保持される。
【００３２】
　前記本体部４１の前側部分の外周面には、この外周面から外側すなわち端子嵌合方向と
直交する方向に突出する複数のインナハウジング側突出部（インナハウジング側当接部）
４１ａが設けられている。本実施形態では、図４に示すように、前記本体部４１の外周面
に周方向に沿ってほぼ等間隔に６つのインナハウジング側突出部４１ａが設けられている
。
【００３３】
　前記壁部４３は、前記本体部４１の後端の外周面から外側に突出して端子嵌合方向と略
直交する方向に広がる形状を有している。本実施形態では、前記本体部４１の外周面全体
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にわたって外側に壁部４３が広がっている。この壁部４３の外周端には、前方に突出する
外側突出壁（突出壁、インナハウジング側当接部）４３ｂが設けられている。また、この
壁部４３のうち前記外側突出壁４３ｂより所定量内側に離間した位置には、前方に突出す
る内側突出壁４３ｄが設けられている。前記外側突出壁４３ｂと内側突出壁４３ｄとの間
には、これら外側突出壁４３ｂと内側突出壁４３ｄで囲まれることにより後方に凹む溝部
４３ｃが形成されている。前記外側突出壁４３ｂの内周面には、その全周にわたって内側
すなわち端子嵌合方向と略直交する方向に突出する環状リブ突起４３ｅが形成されている
。
【００３４】
　前記壁部４３の左右両端部には、左右外側に突出するインナハウジング被係止突起（被
係止部）４３ａが設けられている。このインナハウジング被係止突起４３ａは、前記アウ
タハウジング５０の後述するインナハウジング係止孔（係止部）５４ｃに係止される部分
である。
【００３５】
　前記アウタハウジング５０は、奥壁５２と、前記インナハウジング４０を内側に収容し
てこのインナハウジング４０の外周を囲む外筒部５４とを有している。本実施形態では、
この奥壁５２と外筒部５４とは合成樹脂により一体に形成されている。
【００３６】
　前記奥壁５２は、端子嵌合方向と略直交する方向に広がる板状部分であって、前記外筒
部５４の内側に前記インナハウジング４０が収容された状態でこのインナハウジング４０
の後端を覆う形状を有している。この奥壁５２には、前記各端子収容室４２と対向する位
置にこの奥壁５２を前後方向に貫通する電線挿通孔５２ｂがそれぞれ形成されている。こ
の奥壁５２のうち前記電線挿通孔５２ｂを囲む部分は、他の部分よりも後方に突出してお
り、後述するようにこの電線挿通孔５２ｂ内に前記アウタハウジング側防水栓１８が挿入
された際にアウタハウジング側防水栓１８がこの電線挿通孔５２ｂ内に安定して配置され
るよう構成されている。
【００３７】
　前記外筒部５４は、前記奥壁５２の外周端から前方に突出する形状を有している。この
外筒部５４の内径は、前記インナハウジング４０の外径よりも大きく、この外筒部５４の
内側には前記インナハウジング４０が収容される。また、この外筒部５４の内径は、外筒
部５４の内側に前記インナハウジング４０が収容された状態で、外筒部５４の内周面とイ
ンナハウジング４０の本体部４１との間に前記雄コネクタ１３０の後述するフード部１４
４が挿入可能な大きさに設定されており、外筒部５４の内側には前記インナハウジング４
０に加えて前記フード部１４４が収容される。
【００３８】
　前記外筒部５４の後端付近の左右両端には、この外筒部５４を左右に貫通するインナハ
ウジング係止孔５４ｃが形成されている。このインナハウジング係止孔５４ｃは、前記イ
ンナハウジング被係止突起４３ａと係合する部分であり、このインナハウジング係止孔５
４ｃにインナハウジング被係止突起４３ａが挿入され係止されることでインナハウジング
４０は前記外筒部５４の内側に収容された状態で係止される。このインナハウジング係止
孔５４ｃの前後方向の深さは、前記インナハウジング被係止突起４３ａの前後方向の長さ
よりも長く、このインナハウジング係止孔５４ｃの上下方向の深さは、前記インナハウジ
ング被係止突起４３ａの上下方向の長さよりも長く、このインナハウジング係止孔５４ｃ
の内側においてインナハウジング被係止突起４３ａは上下左右前後に自由に変位すること
が可能であり、前記インナハウジング４０はこの外筒部５４の内側でこの外筒部５４ひい
てはアウタハウジング５０に対して上下左右方向すなわち端子嵌合方向と略直交する方向
に相対変位可能に係止される。
【００３９】
　前記外筒部５４の天壁には、ロック部５４ａが設けられている。このロック部５４ａは
、前記雄コネクタ１３０を係止してこの雄コネクタ１３０を前記雌コネクタ３０と嵌合し
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た状態でロックするためのものである。このロック部５４ａには、上下方向に貫通して前
記雄コネクタ１３０の後述するロック突起１４４ａと係合するロック孔５４ｂが形成され
ている。このロック部５４ａは、上下方向に弾性変位可能であり、上方に変位した状態で
前記ロック突起１４４ａを前記ロック孔５４ｂ内に導入し、ロック突起１４４ａがロック
孔５４ｂ内に導入された後下方に変位することで前記ロック突起１４４ａをこのロック孔
５４ｂ内に係止する。
【００４０】
　前記シール部材６０は、環状の弾性部材である。このシール部材６０は、前記インナハ
ウジング４０の壁部４３の後端面と前記アウタハウジング５０の奥壁５２の前端面との間
に配置された状態で前記端子収容室４２の後側の開口部を囲む形状を有している。そして
、このシール部材６０は、前記インナハウジング４０が前記アウタハウジング５０に係止
された状態で前記壁部４３の後端面と前記奥壁５２の前端面との間で前後方向に圧縮変形
して、これら後端面および前端面とに密着してこの壁部４３と奥壁５２との間の隙間を密
閉する。この密閉により前記隙間から端子収容室４２へ水が浸入するのが防止される。
【００４１】
　前記雄コネクタ１３０は、前記雄端子１１６に加えて、この雄端子１１６を保持する雄
側ハウジング１４０を有している。
【００４２】
　前記雄端子１１６は、前後方向に延びる金属片であり、その後側部分が前記雌端子１６
の電気接触部１６ａ内に挿入されることでこの雌端子１６と電気的に接続される。
【００４３】
　前記雄側ハウジング１４０は、前記雄端子１１６を保持する雄端子保持部１４２と、フ
ード部１４４とを有する。
【００４４】
　前記雄端子保持部１４２は、端子嵌合方向と略直交する方向に延びるとともに端子嵌合
方向すなわち前後方向に延びる形状を有している。この雄端子保持部１４２は、内側に前
記雄端子１１６の略中央部分が圧入されることでこれら雄端子１１６を左右に並んだ状態
で保持している。
【００４５】
　前記フード部１４４は、前記雄端子保持部１４２の後端の外周から後方に突出する略筒
状を有している。このフード部１４４の内径は前記インナハウジング４０の本体部４１の
外径よりも大きく、このフード部１４４の外径は前記アウタハウジング５０の外筒部５４
の内径よりも小さく、このフード部１４４は、前記アウタハウジング５０の外筒部５４と
前記インナハウジング４０の本体部４１との間に挿入されてこの外筒部５４の内側であっ
て前記本体部４１を囲む位置に配置される。このフード部１４４が前記外筒部５４と本体
部４１との間に挿入されるのに伴い、前記雄端子１１６は前記雌端子１６の電気接触部１
６ａ内に挿入され、雄コネクタ１３０と雌コネクタ３０ひいては雄端子１１６と雌端子１
６とは嵌合する。
【００４６】
　前記フード部１４４の天壁には、上方に突出するロック突起１４４ａが設けられている
。このロック突起１４４ａは、前記アウタハウジング５０のロック孔５４ｂに係止される
部分である。このロック突起１４４ａが前記ロック孔５４ｂ内に係止されることで、雄コ
ネクタ１３０は、前記フード部１４４が前記アウタハウジング５０の外筒部５４と前記イ
ンナハウジング４０の本体部４１との間に挿入されて前記雌コネクタ３０と嵌合する位置
にロックされる。
【００４７】
　前記フード部１４４の内周面には、内側に突出する複数の雄側ハウジング側突出部（雄
側ハウジング側当接部）１４４ｂが設けられている。これら雄側ハウジング側突出部１４
４ｂは、前記雄端子保持部１４２の後端面からフード部１４４の中央付近まで前後方向に
延びる板状部材である。これら雄側ハウジング側突出部１４４ｂは、前記雄コネクタ１３
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０と雌コネクタ３０とが嵌合した状態で各雄側ハウジング側突出部１４４ｂの内側端面が
前記インナハウジング側突出部４１ａの外側端部と端子嵌合方向と略直交する方向に当接
して前記フード部１４４の内周面とインナハウジング４０の本体部４１の外周面との隙間
を埋める形状を有している。前記各雄側ハウジング側突出部１４４ｂと前記インナハウジ
ング側突出部４１ａの当接により前記隙間が埋められると、雄側ハウジング１４０ひいて
は雄コネクタ１３０は前記インナハウジング４０に対して端子嵌合方向と略直交する方向
への相対変位が規制され雄側ハウジング１４０とインナハウジング４０との加速度差が小
さく抑えられる。本実施形態では、前記インナハウジング側突出部４１ａに対応して、フ
ード部１４４の内周面に周方向に沿ってほぼ等間隔に６つの雄側ハウジング側突出部１４
４ｂが設けられている。
【００４８】
　前記フード部１４４の後端面には、後方に突出する環状突出部１４４ｃが設けられてい
る。この環状突出部１４４ｃは、前記インナハウジング４０の壁部４３に形成された前記
溝部４３ｃと対向する位置に設けられており、前記雄コネクタ１３０と雌コネクタ３０と
が嵌合した状態で前記溝部４３ｃ内に挿入される。この環状突出部１４４ｃは、前記溝部
４３ｃ内に挿入された状態でその外周端面が前記壁部４３の環状リブ突起４３ｅの内周端
と当接する形状を有している。この当接により前記フード部１４４と壁部４３との隙間が
埋められると、雄コネクタ１３０は前記インナハウジング４０に対して端子嵌合方向と略
直交する方向の相対変位が規制される。また、この環状突出部１４４ｃは、前記溝部４３
ｃ内に挿入された状態でその後端面が前記溝部４３ｃの底壁と当接する形状を有している
。そして、前記シール部材６０の弾発力により前記壁部４３が前方に押圧されて環状突出
部１４４ｃの後端面に前記溝部４３ｃの底壁が押し当てられることで、雄コネクタ１３０
とインナハウジング４０との端子嵌合方向の相対変位も規制される。このようにして前記
溝部４３ｃの底壁は、雄側ハウジング１４０に当接して雄側ハウジング１４０ひいては雄
コネクタ１３０とインナハウジング４０との端子嵌合方向の相対変位を規制する端子嵌合
方向変位規制部として機能する。
【００４９】
　前記シールリング７０は、環状の弾性部材である。このシールリング７０は、内側に前
記インナハウジング４０の本体部４１を挿入可能な形状を有している。また、このシール
リング７０の肉厚は、前記雄コネクタ１３０のフード部１４４の後端部の内周面と前記イ
ンナハウジング４０の本体部４１の後端部の外周面との間の距離よりも大きい。このシー
ルリング７０は、前記雄コネクタ１３０と雌コネクタ３０とが嵌合した状態で前記フード
部１４４の後端部の内周面とインナハウジング４０の本体部４１の後端部の外周面との間
に圧縮変形した状態で配置される。そして、このシールリング７０は、その弾発力で前記
フード部１４４を外側に押圧して前記環状突出部１４４ｃの外側端面を前記インナハウジ
ング４０の環状リブ突起４３ｅに押し当て、雄コネクタ１３０と前記インナハウジング４
０との端子嵌合方向と略直交する方向の相対変位をより確実に抑える。
【００５０】
　以上の要素で構成された防水コネクタ２０は、次のようにして組み立てられる。
【００５１】
　まず、前記アウタハウジング５０の奥壁５２の前端面と前記インナハウジング４０の壁
部４３の後端面との間に前記シール部材６０が配置され、このシール部材６０が前記奥壁
５２と前記壁部４３との間で圧縮変形した状態で前記インナハウジング４０が前記アウタ
ハウジング５０の外筒部５４の内側に取り付けられる。具体的には、前記アウタハウジン
グ５０の電線挿通孔５２ｂおよび前記端子収容室の開口部を囲む位置に前記シール部材６
０が配置され、このシール部材６０の前方に前記インナハウジング４０が配置される。そ
して、前記シール部材６０を前記インナハウジング４０の壁部４３により前記奥壁５２に
押し当てて圧縮変形させつつ、前記インナハウジング４０のインナハウジング被係止突起
４３ａが前記アウタハウジング５０のインナハウジング係止孔５４ｃに係止される。これ
により、前記インナハウジング４０は、その外周を前記アウタハウジング５０の外筒部５
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４で囲まれた状態でこのアウタハウジング５０に係止される。前述のように、前記係止突
起４３ａは前記インナハウジング係止孔５４ｃ内で変位可能であり、インナハウジング４
０はアウタハウジング５０に対して相対変位可能に取り付けられる。この状態において、
前記シール部材６０は前記端子収容室４２の開口部を囲む位置で、その前端面が前記イン
ナハウジング４０の壁部４３の後端面に密着するとともにその後端面が前記アウタハウジ
ング５０の奥壁５２の前端面に密着しており、このインナハウジング４０とアウタハウジ
ング５０との隙間から前記端子収容室４２へ水が侵入するのを抑制する。
【００５２】
　次に、前記アウタハウジング側防水栓１８が装着された前記雌端子１６が、前記アウタ
ハウジング５０の電線挿通孔５２ｂおよび前記シール部材６０の内側を通って前記インナ
ハウジング４０の端子収容室４２内に挿入され、この端子収容室４２内に収容保持される
。具体的には、前記雌端子１６は、その端子被保持部１６ｃが前記端子保持部４２ａに係
止されるまで前記端子収容室４２内に挿入され、この端子被保持部１６ｃと端子保持部４
２ａとの係合により端子収容室４２内に保持される。このとき、前記電線１０に装着され
たアウタハウジング側防水栓１８は、前記アウタハウジング５０の電線挿通孔５２ｂ内に
圧縮変形した状態で挿入される。そして、このアウタハウジング側防水栓１８は、前記電
線挿通孔５２ｂ内において、その外周面が前記電線挿通孔５２ｂの内周面に密着するとと
もにその内周面が前記電線１０の外周面に密着する。この密着により、電線挿通孔５２ｂ
の内周面と電線１０の外周面との隙間から前記端子収容室４２側に水が侵入するのが防止
される。
【００５３】
　ここで、前記アウタハウジング側防水栓１８は、前記インナハウジング４０の壁部４３
から後方に離間した位置、より詳細には、前記インナハウジング４０の壁部４３の後端面
と前記アウタハウジング５０の奥壁５２の前端面との略中間位置から前記電線挿通孔５２
ｂを通ってこの電線挿通孔５２ｂの後ろ側の開口部よりも後方にわたる位置に配置されて
、前記インナハウジング４０と非接触の状態とされる。
【００５４】
　次に、前記インナハウジング４０の本体部４１の外周に前記シールリング７０が取り付
けられる。具体的には、前記シールリング７０は、その後端部が前記インナハウジング４
０の本体部４１の外周面と前記インナハウジング４０の内側突出壁４３ｄの内周面との間
に挿入されるようにして取り付けられる。
【００５５】
　その後、前記雄コネクタ１３０のフード部１４４が、その内周面と前記インナハウジン
グ４０の本体部４１の外周面との間で前記シールリング７０を端子嵌合方向と略直交する
方向に圧縮変形させつつ、前記アウタハウジング５０の外筒部５４と前記インナハウジン
グ４０の本体部４１との間に挿入される。そして、前記雄端子１１６が、前記インナハウ
ジング４０の端子収容室４２内に挿入されこの端子収容室４２に保持されている雌端子１
６の電気接触部１６ａ内に挿入されてこの雌端子１６と嵌合し、前記ロック突起１４４ａ
が前記ロック部５４ａに係止され、雄コネクタ１３０と雌コネクタ３０とが嵌合状態でロ
ックされる。具体的には、前記ロック突起１４４ａが前記ロック部５４ａを上方に弾性変
形させつつ前記フード部１４４が前記外筒部５４内に挿入されていき、前記ロック突起１
４４ａが前記ロック孔５４ｂ内に挿入されて前記ロック部５４ａが下方に復元することで
、前記ロック突起１４４ａは前記ロック部５４ａに係止される。
【００５６】
　この状態において、前記雄コネクタ１３０の環状突出部１４４ｃは前記インナハウジン
グ４０の壁部４３に形成された溝部４３ｃ内に挿入される。ここで、前記フード部１４４
の後端部は前記シールリング７０の弾発力により外側に押圧され、このフード部１４４の
前記環状突出部１４４ｃは前記インナハウジング４０の壁部４３の前記環状リブ突起４３
ｅに押し当てられる。これにより、雄コネクタ１３０と前記インナハウジング４０との端
子嵌合方向と直交する方向の相対変位が規制される。また、前記インナハウジング４０の
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壁部４３は前記シール部材６０の弾発力により前方に押圧されており、前記溝部４３ｃの
底面に前記環状突出部１４４ｃの後端面が押し当てられる。これにより雄コネクタ１３０
とインナハウジング４０との端子嵌合方向の相対変位も規制される。さらに、前記雄側ハ
ウジング側突出部１４４ｂと前記インナハウジング側突出部４１ａとは当接し、これによ
っても雄コネクタ１３０とインナハウジング４０との端子嵌合方向と直交する方向の相対
変位が規制される。
【００５７】
　前記防水コネクタ２０では、前記雄コネクタ１３０と雌コネクタ３０とが嵌合した状態
において、仮に前記電線１０に外力が加えられてこの電線１０がその軸方向すなわち端子
嵌合方向と略直交する方向に曲がるように振動したとしても、その振動が前記雌端子１６
と雄端子１１６の嵌合部位に伝達されることが有効に抑止され、当該振動に起因する端子
の破損等が防がれる。
【００５８】
　具体的に、前記電線１０に装着されたアウタハウジング側防水栓１８は、インナハウジ
ング４０側には接触せずにアウタハウジング５０のみに接触している。そのため、電線１
０のもつ振動エネルギーはこのアウタハウジング側防水栓１８を介して前記アウタハウジ
ング５０側に伝達される。しかも、このアウタハウジング５０はインナハウジング４０に
対して端子嵌合方向と略直交する方向に相対変位可能となるようにこのインナハウジング
４０に取付けられているから、このアウタハウジング５０が前記振動エネルギーを受けて
前記インナハウジング４０に対して相対的に振動することにより、前記振動エネルギーは
有効に吸収され、前記インナハウジング４０内の端子嵌合部位に伝達されることが抑制さ
れる。
【００５９】
　さらに、この防水コネクタ２０では、前記環状突出部１４４ｃと前記環状リブ突起４３
ｅとの当接および前記雄側ハウジング側突出部１４４ｂと前記インナハウジング側突出部
４１ａとの当接により、前記雄コネクタ１３０とインナハウジング４０との端子嵌合方向
と直交する方向の相対変位が規制されており、前記端子嵌合方向と直交する方向について
、前記のようにインナハウジング４０に対するアウタハウジング５０の相対変位が積極的
に許容されてこの相対変位すなわちアウタハウジング５０の振動により電線１０のもつ振
動エネルギーが吸収されつつ、端子同士の相対変位に伴うこれら端子の加速度差の違いに
よる磨耗損傷がより有効に防がれる。また、前記溝部４３ｃの底面と前記環状突出部１４
４ｃとの当接により、前記雄コネクタ１３０とインナハウジング４０との端子嵌合方向の
相対変位も規制されており、この方向の端子どうしの摺動磨耗も抑えられる。
【００６０】
　図５に、前記雄コネクタ１３０に対する前記インナハウジング４０の相対変位量を測定
した結果を示す。この図において、破線（細線）は図７に示す従来の防水コネクタＢ２０
での測定結果を示し、実線（太線）は、本発明に係る前記防水コネクタ２０での測定結果
を示す。この結果は、電線１０に端子嵌合方向と直交する上下方向の振動を種々の周波数
で与えた際の結果である。この図５に示すように、本発明に係る防水コネクタ２０によれ
ば、前記従来の防水コネクタＢ２０に対して、インナハウジング４０の前記雄側ハウジン
グ１４０に対する最大変位量を約半分以下に抑えることができ、インナハウジング４０と
雄側ハウジング１４０との相対移動に伴う加速度差ひいては端子どうしの摺動磨耗を低減
することができる。
【００６１】
　ここで、前記シール部材６０の具体的形状は前記に限らず、前記インナハウジング４０
と前記アウタハウジング５０との隙間から前記端子収容室４２への浸水を抑制するもので
あればよい。例えば、前記インナハウジング４０の壁部４３の外周面と前記アウタハウジ
ング５０の外筒部５４の内周面との間に介在してこれら外周面と内周面との隙間を密閉す
るような形状であってもよい。また、前記端子収容室４２の内側に収容されこの端子収容
室４２の内周面と電線１０の外周面との間を密閉するような形状であってもよい。ただし
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、前記のように、前記インナハウジング４０の壁部４３と前記アウタハウジング５０の奥
壁５２との間に前後方向に圧縮変形した状態で介在するものにすれば、このシール部材６
０により前記端子収容室４２への浸水を抑制しつつ、その弾発力で前記インナハウジング
４０を前記雄側ハウジング１４０に押しあててインナハウジング４０と雄側ハウジング１
４０との前後方向の相対変位を規制することができる。
【００６２】
　前記インナハウジング４０と前記雄コネクタ１３０とのを端子嵌合方向と直交する方向
の相対変位を規制する具体的な構造は前記に限らない。例えば、前記雄側ハウジング側突
出部１４４ｂおよび前記インナハウジング側突出部４１ａあるいは前記壁部４３および前
記環状突出部１４４ｃを省略し、前記インナハウジング４０の外周面と前記雄コネクタ５
０のフード部１４４の内周面とを直接当接させるようにしてもよい。ただし、前記のよう
に雄側ハウジング側突出部１４４ｂおよび前記インナハウジング側突出部４１ａ等を設け
ておけば、前記フード部１４４の内側に前記インナハウジング４０を容易に挿入可能とし
つつ前記相対変位を規制することができる。
【００６３】
　次に、本発明に係る第２の実施形態に係る防水コネクタ２２０について図６を用いて説
明する。この防水コネクタ２２０では、雌コネクタ２３０の構造が前記第１の実施形態と
異なっている。この雌コネクタ２３０は、雌端子１６を保持するインナハウジング４０と
、アウタハウジング５０と、アウタハウジング側防水栓２１８と、シール部材２６０に加
えて、インナハウジング側防水栓２２８を備えている。また、この防水コネクタ２２０で
は、前記インナハウジング４０の端子収容室４２内に雌端子１６に接続された電線１０の
一部が挿入された状態でこの雌端子１６が前記端子保持部４２ａと係合しており、端子収
容室４２内に雌端子１６と電線１０の一部とが収容されている。
【００６４】
　前記インナハウジング側防水栓２２８は、弾性部材であり、電線１０の長手方向に貫通
する貫通孔が形成されており、この貫通孔に雌端子１６に接続された電線１０が挿入され
ることでこのインナハウジング側防水栓２２８は電線１０の外周面にこの外周面に密着し
た状態で装着されている。このインナハウジング側防水栓２２８は、電線１０の外周面に
密着した状態で、前記端子収容室４２内に圧縮変形した状態で挿入される。そして、この
インナハウジング側防水栓２２８は、前記端子収容室４２内において、その外周面が端子
収容室４２の内周面に密着するとともにその内周面が電線１０の外周面に密着することで
、電線１０の外周面と前記端子収容室４２の内周面との隙間から端子収容室４２に水が浸
入するのを防止する。
【００６５】
　このように、本第２の実施形態に係る防水コネクタ２２０では、前記インナハウジング
側防水栓２２８が端子収容室４２の開口部においてこの端子収容室４２内に水が浸入する
のを防止している。そのため、前記アウタハウジング側防水栓２１８とシール部材２６０
とで端子収容室４２内への浸水を防止する前記第１の実施形態に比べて、これらアウタハ
ウジング側防水栓２１８とシール部材２６０とに要求される防水性能は低くなる。すなわ
ち、アウタハウジング側防水栓２１８に要求される電線１０の外周面と電線挿通孔５２ｂ
の内周面への密着性、および、シール部材２６０に要求されるインナハウジング４０の壁
部４３とアウタハウジング５０の奥壁５２への密着性は低くなり、これらアウタハウジン
グ側防水栓２１８とシール部材２６０の硬度を、その防水性能すなわち密着性によらずに
自由に設定することができる。このように、本第２の実施形態に係る防水コネクタ２２０
では、インナハウジング側防水栓２２８により端子収容室４２内への浸水防止効果を維持
しつつ、これら防水栓２１８およびシール部材２６０の硬度を、防水性能を低く抑える一
方電線１０の振動エネルギーをアウタハウジング５０側でより確実に吸収することができ
るように設定することができる。
【００６６】
　前記アウタハウジング５０には前記アウタハウジング側防水栓２１８を介して電線１０
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からの振動が加えられている。そのため、このアウタハウジング側防水栓２１８の硬度ひ
いてはバネ定数を適切な値とすることで、アウタハウジング５０に、より適切に電線１０
の振動を伝達してアウタハウジング５０にてより確実に振動エネルギーを吸収することが
できる。例えば、アウタハウジング側防水栓２１８の硬度を高く設定することで高周波の
振動を吸収し、低く設定することで低周波の振動を吸収するようにする。
【００６７】
　また、前記シール部材６０は、前記インナハウジング４０の壁部４３の後端面と前記ア
ウタハウジング５０の奥壁５２の前端面との間に、前後方向に圧縮変形してこれら後端面
および前端面とに密着した状態で配置されており、前記アウタハウジング５０はこのシー
ル部材６０を弾性変形させつつ振動する。すなわち、アウタハウジング５０はこのシール
部材６０の弾発力に抗して振動しており、シール部材６０はアウタハウジング５０の振動
に対して抵抗力を及ぼしている。そのため、このシール部材６０の硬度を適切な値とすれ
ば、アウタハウジング５０に対する抵抗力すなわちアウタハウジング５０を適切に減衰さ
せることができ、電線１０の振動エネルギーをアウタハウジング５０等にて確実に吸収す
ることができる。
【００６８】
　特に、シール部材６０による減衰抵抗を適切な値とすることで、シール部材６０および
アウタハウジング５０からなる系全体の固有振動数を適切な値として、電線１０の特定の
周波数と相対変位させることで、電線１０のこの特定の周波数をより確実に吸収すること
ができる。
【００６９】
　以上のように、本第２の実施形態に係る防水コネクタ２２０では、前記インナハウジン
グ側防水栓２２８を設けることで、端子側への浸水を防止しつつ、前記シール部材２６０
およびアウタハウジング側防水栓２１８の硬度の設定の自由度を高めてこれらの硬度を端
子の振動抑制効果が高まるように設定することができ、アウタハウジング５０等による振
動吸収効果を高めて端子の摺動磨耗をより確実に抑制することができる。
【符号の説明】
【００７０】
　　１０　電線
　　１６　雌端子
　　１８　アウタハウジング側防水栓
　　２０　防水コネクタ（第１の実施形態）
　　３０　雌コネクタ
　　４０　インナハウジング
　　４２　端子収容室
　　４３　壁部
　　５０　アウタハウジング
　　５２　奥壁
　５２ａ　電線挿通孔
　　５４　外筒部
　　６０　シール部材
　１１６　雄端子
　１３０　雄コネクタ
　１４０　雄側ハウジング
　１４４　フード部
　２２０　防水コネクタ（第２の実施形態）
　２２８　インナハウジング側防水栓
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